
提案型協力隊業務概要

【導入の目的】 移住者ならではの知識・スキルによる新しい可能性への挑戦
「新たな人の流れを作る、起業・事業へのチャレンジの創出」
を目的とした事業を協力隊に提案していただきます。

→上記の活動からの派生や、地域と連携した事業により、さらに新しい魅力が創出
されることにも期待します。

協力隊 起業や魅力の創出活動 地域の活性化

例として…

・抜群の交通アクセスを活かしたオンラインでの仕事環境を作る。
サテライトオフィス、ソーシャルアパートメントの経営。
・農業の町を活かした活動
地元農作物を使った商品開発、または飲食店の経営 など…

七戸でやりたいこと・できることを完全提案していただき活動していただきます。



提案型協力隊の処遇等について

・委嘱状交付
地域おこし
総合戦略課 地域おこし

協力隊

雇用関係：無し

・活動費補助支給
研修費・資格取得費・賃借料等（概算払い可）

計画書提出

事業提案

・月報提出
月120時間以上（8時間×15日を目
安）の活動及び内容の確認

・報償費等支給
（活動月の翌月上旬）
1.報償費200千円／月
2.活動費補助
(1)家賃上限45千円／月
(2)私用車借上料30千円／月

・ミッション等に必要な経費の相談
・活動費補助の申請

相談

実行

四半期進捗状況報告

相談

計画書再作成（必要な場合）

実行

地域おこし
協力隊

雇用関係：無し

処遇について 業務について

地域おこし
総合戦略課


